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{ 目的} 現在､世 界的 には中 絶を女性 の 権利 と する理念 が 高まっ てい る。 しかし､ 生 殖医 療技術 の発

達 に伴い 胎児 の とらえ 方が従 来 とは異 なっ て来 てお り、女性 の権 利 と衝 突し なが ら論 争が な されて

い る。日本では10 代 の中絶 増加､ 生命操 作の倫 理､米 国では 中絶反 対派 の過激化 な ど両国 にお ける問

題 は内容 を異 にしてい る｡ 本研 究では 、社会 の動き､ 人々 の意識 を主要新 聞記 事か ら読 み取る 事に よ

って 日米にお け る中 絶問題 の 現状を 明 らか にし､そ の根 底に ある 社会的 背 景を 比較 検討す る 事を 目

的 とす る。

【方法 】主要 新聞 とし て日 本経 済･朝 日･ 漬責･ 毎 日新 聞 の ＣＤＲＯＭ､ 米国 の 情報検 索 ホー ムペー ジ

First Search に掲 載され てい るNew  York Times 万を使 用す る｡それ ぞれ にr 中絶j [abortion] とい う

検 索語を入 力､ 表示 された記 事を 主な国 、内容 別に分 類し､ 分析 する｡た だし 、ＮＹＴ につい ては 要約、

そ の他 の新 聞 につ いて は全 文を使 用し､ 分析を行 っ た。

【結果 】日本 にお け る中絶論 争は 、中絶 が容認 されてい るこ とが前 提で、そ れをい か に制限 し､条件

をつけ て行 うかが 論争点で あ り、医療 技術 と、障 害者や 女性 の団体 との共 通理解 を見い 出だ すこ と

が課題 であ る。米国 におい ては 中絶 の是非 が争点 であり､ 宗教や 政治 も絡 み､ 反対 派の 暴力化 によっ

て中絶 が緊 要な人 々 さえもそ の機会 を失いつ つ あるこ とが問題 であ る。 中絶自体 は社 会的 合意に 達

してい る日本 と､中絶 に選 挙や 政 治が左右 され る米国 の問題 には､ 文化･ 思想･宗 教等 の社会 的背景 の

違い が存在 す るた め､同基 準で比 較ナ るべきで はない 事が 分かっ た｡、

2 Ea- 8 労働省による仕事と育児の両立支援事業を めぐっ て

ーファミリー・サポート・センターの調査から一　木脇奈智子(羽衣学園短大)

【目的】労働省はエンゼルプランに「子育てと仕事の両立支援の推進」を掲げ、地域おけ

る育児の相互援助活動を支援する「ファミリー・サポート事業」を実施している。
この制度は、「子どもを預かって欲しい親（依頼会員）」と「預がってもよい有償ボラン

ティア（協力会員）」があらかじめ登録しておき、必要な時にセンターが仲介を行う新

しい試みとして注目されている。本研究は、ファミリー・サポート・センターと会員へ

のアンケート調査の結果から、センターの利用実態と利用者（依頼会員・協力会員）の
意識の一端を明らかにし、この事業の有効性と問題点を検討することを目的とする。

【方法】1998 年７月、全国24 自治体のファミリー・サポート・センターの①コーディネ

ーターおよび②会員（対象者480 名）に対して、郵送アンケート調査を行った。主な質
問項目は、①制度の内容、会員数、研修会、機関誌など、②利用状況（頻度、利用目的）、

報酬額に対する意見、「会員になってよかったこと」「困ったこと」などである。

【結果】利用会員は親が20 ～30 歳代、子どもは３～６歳の幼児が最も多く、協力会員は40
～50 歳代が多かった。利用目的は約半数が「仕事のため（保育所の補完的利用）」であ

ったが、通院、上の子の学校行事、冠婚葬祭など、労働省が当初意図していなかった専

業主婦の利用が約半数あった。メリットとしては、地域で世代を越えた交流の輪がひろ

がった、協力会員は若い世代の役に立っているという充実感が得られたなどの答えが多
かった。一方で、急なキャンセルや会員の資質への疑問など、ボランティアならではの

問題も明らかになった。
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